
別紙１１
計画に記載された再商品化の実施方法による処理が困難となった場合の生活環境に係る被害を防止するために講ずる措置
法第33条第２項第６号に規定する者が計画に記載された再商品化の実施方法による処理が困難となった場合について、以下の措置を講じます。
	・保管可能な日数：○○日
・設備トラブルにより、保管可能な日数を超えて、施設が稼働出来ない場合、再商品化実施者への分別収集物引渡しを中止するとともに、近隣の再商品化可能な事業者へ分別収集物の再商品化を委託する。




